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地域防災計画・避難計画等の充実に向けた取組状況について 

平成２５年１２月 

内 閣 府 大 臣 官 房 

原子力災害対策担当室 

１． これまでの取組 

○「地域防災計画の充実に向けた今後の対応（平成２５年９月

３日原子力防災会議決定）」を受け、原子力発電所立地地域

毎に原子力災害に備えた避難計画等の検討を進めるワーキ

ングチームを設置。 

○各地域に共通して対応すべき事項については、関係省庁の検

討結果を取りまとめ「共通課題についての対応方針」として

１０月９日に関係道府県に提示。 

（主な対応方針） 

・市町村が策定する住民の避難計画について基本的項目を提示 

・避難行動要支援者（入院患者等）の避難の在り方や避難手段等を

調整する地域毎の仕組（調整委員会）の考え方、先行事例を提示 

・自治体が行う避難手段確保のための取組手順を提示 

・安定ヨウ素剤の運用に関する解説書等を提示 

・既存の自治体向け支援予算の執行弾力化 等 

○実効性のある避難計画等の策定に必要な対応を、順次、具体

的に検討・実施しており、関係機関の対処の段取りや制度の

運用の明確化等を進めている。 

（国の主な支援事例） 

 避難手段の確保や安定ヨウ素剤の事前配布に対応する自治体の取

組を支援するため、国として関係団体に要請文書を発出するととも

に、これらに関連する法令、原子力災害対策指針、予算事業等の弾

力的運用を確認 

（第３回原子力防災会議資料案） 

資料１ 
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２．現在の進捗状況 

○地域防災計画（原子力災害対策編）は、全ての県が作成・公

表。また１３５市町村のうち１２２市町村が作成・公表。 

○市町村ごとに作成する住民の避難計画については、１３５市

町村のうち５３市町村について、基本的項目に関し概ね具体

化が進んでいる。 

○立地地域全体として年内に避難計画が概ね具体化できる見

込みの６地域の計画概要は別紙１・２のとおり。 

①泊地域【北海道】、②福井地域【福井県、京都府、滋賀県、岐阜県】、 

③島根地域【島根県、鳥取県】、④伊方地域【愛媛県、山口県、大分県】、 

⑤玄海地域【佐賀県、長崎県、福岡県】、⑥川内地域【鹿児島県】 

 

３．今後の対応 

（１）検討途上の避難計画に係る充実支援の継続 

○ 避難計画を策定中の地域については、「共通課題につい

ての対応方針」を踏まえた取組を継続し、各ワーキン

グチームにおいて具体的な課題解決への支援を実施。 

○ 適切な時期に、その進捗状況について確認を行う。 

 

（２）更なる避難計画の充実化の支援 

○ 避難計画が概ね具体的なものとして充実できている地

域についても、輸送手段の確保に向けた調整状況のフ

ォローアップを行うとともに、避難行動要支援者に関

する避難支援の充実など、その避難計画がより実効的

なものとなるよう支援を継続する。 

○ 関係府省庁により、病院等の避難計画の作成支援、地

域ごとの避難行動要支援者の避難先・避難手段に係る

調整の仕組みづくり支援等に取り組む。 
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（３）地域の防災体制の強化・充実 

○ 各地域の原子力防災体制の一層の向上を図るため、そ

の地域防災計画の実効性を確保するための設備、資機

材、インフラ等の整備・充実に向けて、引き続き、関

係府省庁による支援を効果的に実施するとともに、自

治体の新たなニーズや課題についても支援の在り方を

検討する。 

○ 原子力災害時の医療体制の整備や訓練の実施による緊

急時における対応能力の向上など、国を含めた取組を

充実していく。 

 

 



   

 

 

１３５市町村の地域防災計画・避難計画の策定状況 

 （平成 25年 12月 2日現在） 

  
対象市町村 地域防災計画策定数 避難計画策定数 

泊地域 13 13 10 

東通地域 5 5 0 

女川地域 7 7 0 

柏崎刈羽地域 9 9 0 

東海地域 14 13 0 

浜岡地域 11 11 0 

志賀地域 9 9 1 

福井地域 23 20 17 

島根地域 6 6 4 

伊方地域 8 8 8 

玄海地域 8 8 8 

川内地域 9 9 5 

福島地域 13 4 0 

合計 135 122 53 

※１）網掛けの地域は、避難計画の内容の具体化が進んでおり、計画策定済でない

市町村の一部については、避難計画の基本的項目に関する具体化が年内に概ね完

了する見込み。 

※２）その他の避難計画の策定数が低くとどまっている地域については、暫定的な

避難計画を策定済であったり、具体化のための取組を進めているところ。 

※３）福島地域については、特定原子力施設である東京電力福島第一原子力発電所

があり、同発電所の周辺地域等が避難指示区域に設定されている事情に留意する

ことが必要である。 

 

別紙１ 
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立地地域全体として年内に避難計画が概ね 

具体化できる見込みの６地域の計画概要 

 



泊地域避難計画

ＵＰＺ内１３町村の避難先

［計画のポイント］
◎ 避難先をホテル・旅館とし、約３００件の協力
を得ている。
◎ 避難先にすぐに入室出来ない等を考慮し、避
難先の市町村の協力を得て、一時滞在場所と
して公共施設の提供と要員の派遣の協力を得
ている。（詳細は別紙のとおり）

［今後の課題］
◎ 病院や福祉施設の避難計画の作成 など

「 」は主な避難先



越前市

鯖江市

敦賀市

若狭町

小浜市

おおい町

高浜町

長浜市

高島市

南丹市

京丹波市

綾部市
福知山市

舞鶴市

宮津市

伊根町

福井エリアにおける広域避難先地域
「広域的な原子力災害に関するワーキンググループ（福井エリア）」
（構成員：内閣府、原子力規制庁、福井県、滋賀県、京都府、岐阜県、関西広域連合）

石川県

奈良県
大阪府

和歌山県

兵庫県

徳島県

越前町

福井市

池田町

南越前町

揖斐川町

美浜町

京都市

福 井 県 避 難 先 ・ ・ ・
滋 賀 県 避 難 先 ・ ・ ・
京 都 府 避 難 先 ・ ・ ・

※各市町が計画する複数の避難先のうち
府県外の避難先のみを図示

※ 自府県内のみに避難先を確保

・各府県において、自府県内の避難先の他に、府県外に避難先を確保
・今後、スクリーニング方法、避難手段の確保などの課題について、
国の考え方を基に、府県間の認識の共有化を図ることが必要





松山市
29,406

新居浜市

西条市

26,772

四国中央市

松前町

伊方町

1,979

松野町

上島町

砥部町

西予市

宇和島市

八幡浜市
大洲市

内子町

8,170

鬼北町

12,811

久万高原町

今治市

愛南町

43,774

30,146

4,621

伊方地域 避難計画

大分県

11,030

38,092

山口県

434,957

837

伊予市

東温市

123

・・・避難所候補施設収容人数

・・・PAZ・UPZ内人口(H25.1.31)

・・・第１受入候補先

・・・第２受入候補先

・・・予防避難エリア

・・・予防避難ルート

24,967

16,214

14,502

7,262

11,846

33,554

410,176

8,142

10,181

14,141

149,317

21,728

11,711

38,423

上関町(八島)

37

計画のポイント
・避難場所を再移転することが無いよう、ＵＰＺ以遠への避難を計画

・被災住民の身体的・精神的負担をできるだけ軽減するとともに、重
点市町の円滑な防護措置が実施できるよう、極力、受入地域が遠
距離にならない地域を計画
・避難先、避難ルートを複数設定
・伊方原発の西側半島部はＰＡＺ避難に合わせて予防的避難を開始

今後の課題
・避難計画の更なる具体化

※上関町人口は、H25.4.1現在



平戸市

壱岐市

松浦市

唐津市

伊万里市

玄海町

糸島市

福岡県

佐賀県

長崎県

【現行の避難計画】

〇ＵＰＺ域内の自治体は平成２４年度までにすべ
て避難計画策定済
・佐賀県：玄海町、唐津市、伊万里市
・長崎県：佐世保市、平戸市、松浦市、壱岐市
・福岡県：糸島市
〇各県内の自治体へ避難する計画

【今後の課題】
〇広域避難に係る調整など
・佐賀県唐津市離島等の福岡県、長崎県を
経由した避難
・長崎県壱岐市の福岡県への避難

佐世保市

玄海地域避難計画

30km

玄海原子力
発電所

5km



鹿児島県

熊本県

宮崎県

薩摩川内市

鹿児島市

いちき串木野市

姶良市

さつま町

日置市

出水市

長島町

阿久根市

・
５㎞

３０㎞

川内原子力

発電所

鹿児島市，姶良市及び長島町の３市町については，

自市町内のみに避難

甑島

川内地域における広域避難の概要


